
令和元年度 第２回松本市文化芸術振興審議会  次 第 

 

日 時  令和２年１月３１日（金） 

                                                １０時～１１時３０分  

場 所  大手事務所３階会議室  

 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ あいさつ 

 

 

３ 会議事項 

 ⑴ 松本市文化芸術振興基本方針に掲げる施策の中間報告について 

 

  

 ⑵ 松本市文化芸術振興条例等の一部改正について                           

 

 

 ⑶ その他 

 

４ 閉 会 
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松本市文化芸術振興条例等の一部改正について 

 

１ 趣 旨 

平成２９年６月に施行された文化芸術基本法の改正に伴い、松本市文化芸術振興条例等の一部を

改正することについて、協議するものです。 

 

２ 経 過 

 Ｈ１５     「松本市文化芸術振興条例」制定 

Ｈ１７     「松本市文化芸術振興基本方針」策定 

Ｈ２７． ６  「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第４次）」閣議決定 

２８．１１  「松本市文化芸術振興基本方針」改定（計画年度平成２８年度～令和２年度） 

   ２９． ６  「文化芸術振興基本法」が改正され、法律名も新たに「文化芸術基本法」として 

公布・施行 

   ３０． ３  国の「文化芸術推進基本計画」閣議決定 

Ｒ ２． ２  市議会へ議案提出予定 

 

３ 「文化芸術基本法」改正の趣旨 

  文化芸術の意義と価値を尊重しつつ、文化芸術そのものの振興にとどまらず、観光、まちづく

り、国際交流、福祉、教育、産業その他の関連分野における施策を法の範囲に取り込むとともに、

文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継承、発展及び創造に活用しようとするもの

です。 

 

４ 「松本市文化芸術振興条例」の一部改正案の概要 

 ⑴ 条例名を「文化芸術振興条例」から「文化芸術基本条例」に改める。 

⑵ 文化芸術基本法の施行により、地方公共団体における地方文化芸術推進基本計画の策定が努力

義務として法律上明記されたことから、条例中「基本方針」を「基本計画」に改める。 

⑶ 文化芸術に関する施策の推進に当たっての基本理念に、次の内容を加える。 

  ア 年齢、障害の有無、経済的な状況等にかかわらず等しく鑑賞、参加、創造ができるよう環境

整備が図られなければならない。 

  イ 乳幼児、児童、生徒等に対する教育の重要性に鑑み、学校等、文化芸術活動を行う団体、家

庭及び地域における活動の相互の連携が図られるよう配慮されなければならない。 

  ウ 文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産

業その他の関連分野における施策との有機的な連携が図られるよう配慮しなければならない。 
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 ⑷ 平成１５年の条例制定時から文化芸術に係る本市の状況が変化していることに鑑み、基本的施

策に次の事項を追加する。 

  ア 芸術の振興に関する事項 

  イ 生活文化の振興に関する事項 

  ウ 高齢者、障害者等の文化芸術の充実に関する事項 

 

５ 「松本市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例」の一部改正案の概要 

 ⑴ 改正の趣旨 

文化芸術基本法の改正により、新たに地方文化芸術推進計画の策定が地方公共団体の努力義務

とされましたが、首長部局が文化芸術に関する施策を所管し、基本計画を策定する場合は、「特定

地方公共団体」として位置づけられていることが前提となるため、当該条例を一部改正するもの

です。 

 

 

 

 

 

 ⑵ 地教行法の第２３条（職務権限の特例）（抜粋） 

【第２３条（抜粋）】 

     地方公共団体は、条例の定めるところにより、当該地方公共団体の長が、次の各号に掲げる

教育に関する事務のいずれか又は全てを管理し、及び執行することとすることができる。 

一 図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設に関する教育機関の内当該条例で定 

 めるものの設置、管理及び廃止に関すること 

二 スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

三 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。 

四 文化財の保護に関すること。 

 

 ⑶ 松本市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例 新旧対照表 

 

スポーツのみ              スポーツ ＋ 文化 

 

 

現行 改正後（案） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第２３条第１項の規定に基づき、教育に関す

る事務のうち、スポーツに関すること（学校

における体育に関することを除く。）は、市長

が管理し、及び執行することとする。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第２３条第１項の規定に基づき、同項第２号

及び第３号に掲げる教育に関する事務は、市

長が管理し、及び執行することとする。 

【特定地方公共団体】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という。）

第２３条において、地方公共団体の長が文化に関する事項を管理、執行す

ることとされた地方公共団体 



1/6 

松本市文化芸術振興条例(平成１５年条例第４１号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○松本市文化芸術振興条例 ○松本市文化芸術基本条例 

平成１５年９月２６日 平成１５年９月２６日 

条例第４１号 条例第４１号 

前文 前文 

わたくしたちのまち松本は、先人のたゆまぬ努力により歴史を刻み、

市民一人ひとりの豊かな感性と創造性により、地域に根ざした独自の文

化芸術を育んできた。 

わたくしたちのまち松本は、先人のたゆまぬ努力により歴史を刻み、

市民一人ひとりの豊かな感性と創造性により、地域に根ざした独自の文

化芸術を育んできた。 

文化芸術は、すべての人が心豊かな生活を実現していくうえで不可欠

なものであり、人と人とを結び付け、互いに理解し合うことにより、協

働し、共生する社会の基盤となるものである。 

文化芸術は、すべての人が心豊かな生活を実現していくうえで不可欠

なものであり、人と人とを結び付け、互いに理解し合うことにより、協

働し、共生する社会の基盤となるものである。 

２１世紀を迎え、わたくしたちは、松本の誇る文化芸術を世界に発信

し、世界からの文化芸術を受信する多くの機会に恵まれていること、ま

た一人ひとりが文化芸術の担い手であることを自覚し、地域文化への理

解を深め、文化芸術を大切にする心を持ちながら、先人の築いた文化芸

術を将来の世代に引き継ぐとともに、新しい松本の文化芸術を創造して

いくことを決意するものである。 

２１世紀を迎え、わたくしたちは、松本の誇る文化芸術を世界に発信

し、世界からの文化芸術を受信する多くの機会に恵まれていること、ま

た一人ひとりが文化芸術の担い手であることを自覚し、地域文化への理

解を深め、文化芸術を大切にする心を持ちながら、先人の築いた文化芸

術を将来の世代に引き継ぐとともに、新しい松本の文化芸術を創造して

いくことを決意するものである。 

わたくしたちは、文化薫るアルプスの城下まちのもと、すべての市民

の参加により、本市の持つ優れた特性を生かしながら、本市独自の文化

芸術の振興を図るため、ここにこの条例を制定する。 

わたくしたちは、文化薫るアルプスの城下まちのもと、すべての市民

の参加により、本市の持つ優れた特性を生かしながら、本市独自の文化

芸術に関する施策の推進を図るため、ここにこの条例を制定する。 

(目的) (目的) 
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第１条 この条例は、文化芸術の振興に係る基本理念及び施策の基本と

なる事項を定め、市及び市民の責務を明らかにし、文化芸術の振興に

関する施策(以下「文化芸術振興施策」という。)を総合的に推進し、も

って心豊かな市民生活及び活力ある社会の実現を図ることを目的とす

る。 

第１条 この条例は、文化芸術に関する施策に係る基本理念及び施策の

基本となる事項を定め、市及び市民の責務を明らかにし、文化芸術 

  に関する施策(          )を総合的に推進し、もって心

豊かな市民生活及び活力ある社会の実現を図ることを目的とする。 

(基本理念) (基本理念) 

第２条 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術に関する活動(以下「文

化芸術活動」という。)を行う者(文化芸術活動を行う団体を含む。以下

同じ。)の自主性及び創造性が十分に尊重されなければならない。 

第２条 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術に関する

活動(以下「文化芸術活動」という。)を行う者(文化芸術活動を行う団

体を含む。以下同じ。)の自主性及び創造性が十分に尊重されなければ

ならない。 

２ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術を創造し、享受することが

人の生まれながらの権利であることにかんがみ、市民が等しく文化芸

術を創造し、享受することができるような環境の整備が図られなけれ

ばならない。 

２ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術を創造し、享

受することが人の生まれながらの権利であることに鑑み、市民がその

年齢、障害の有無、経済的な状況又は居住する地域にかかわらず等し

く文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができ

るような環境の整備が図られなければならない。 

３ 文化芸術の振興に当たっては、多様な文化芸術の保護及び発展が図

られなければならない。 

３ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、多様な文化芸術の保護

及び発展が図られなければならない。 

４ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術が広く世界に発信され、ま

た世界から受信できるよう、文化芸術に係る国際的な交流が図られな

ければならない。 

４ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術が広く世界に

発信され、また世界から受信できるよう、文化芸術に係る国際的な交

流が図られなければならない。 

５ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術活動を行う者その他広く市民

の意見が反映されるよう十分配慮されなければならない。 

５ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者そ

の他広く市民の意見が反映されるよう十分配慮されなければならない。 
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６ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、乳幼児、児童、生徒等に 

 対する文化芸術に関する教育の重要性に鑑み、学校等、文化芸術を行う 

 団体、家庭及び地域における活動の相互の連携が図られるよう配慮され 

なければならない。 

 ７ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術により生み出さ 

れる様々な価値を文化芸術の継承、発展及び創造に活用することが重要 

であることに鑑み、文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ、観光、 

まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野における 

施策との有機的な連携が図られるよう配慮されなければならない。 

(市の責務) (市の責務) 

第３条 市は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にの

っとり、文化芸術振興施策を総合的に推進し、市民の自主的かつ主体

的な文化芸術活動を促進し、これらの活動を支援するよう努めるもの

とする。 

第３条 市は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にの

っとり、文化芸術に関する施策を総合的に推進し、市民の自主的かつ

主体的な文化芸術活動を促進し、これらの活動を支援するよう努める

ものとする。 

２ 市は、市民が等しく文化芸術を創造し、享受することができるよう

な環境の整備を行い、個性と魅力にあふれた文化芸術の振興に努める

ものとする。 

２ 市は、市民が等しく文化芸術を創造し、享受することができるよう

な環境の整備を行い、個性と魅力にあふれた文化芸術に関する施策の

推進に努めるものとする。 

３ 市は、文化芸術に対する市民の関心及び理解を深め、将来にわたっ

て文化芸術が発展するよう努めるものとする。 

３ 市は、文化芸術に対する市民の関心及び理解を深め、将来にわたっ

て文化芸術が発展するよう努めるものとする。 

(市民の責務) (市民の責務) 

第４条 市民は、基本理念にのっとり、一人ひとりが文化芸術の担い手

として文化芸術を創造し、享受し、その保護及び発展に努めるものと

する。 

第４条 市民は、基本理念にのっとり、一人ひとりが文化芸術の担い手

として文化芸術を創造し、享受し、その保護及び発展に努めるものと

する。 
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２ 市民は、互いにその文化芸術活動を理解し、尊重し、支援するよう

努めるものとする。 

２ 市民は、互いにその文化芸術活動を理解し、尊重し、支援するよう

努めるものとする。 

(財政上の措置) (財政上の措置) 

第５条 市長は、文化芸術振興施策を総合的に推進するため、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

第５条 市長は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、必要

な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

(民間団体等との関係) (民間団体等との関係) 

第６条 市は、文化芸術振興施策を総合的に推進するに当たっては、民

間団体等が行う文化芸術活動に支障を及ぼさないよう十分留意し、民

間団体等の協力を求め、またその有する人材、情報その他の能力を活

用するよう努めるものとする。 

第６条 市は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するに当たっては、

民間団体等が行う文化芸術活動に支障を及ぼさないよう十分留意し、

民間団体等の協力を求め、またその有する人材、情報その他の能力を

活用するよう努めるものとする。 

(基本方針) (基本計画) 

第７条 市長は、文化芸術振興施策の総合的な推進を図るため、次に掲

げる事項について文化芸術の振興に関する基本的な方針(以下「基本方

針」という。)を策定しなければならない。 

第７条 市長は、文化芸術に関する施策の総合的な推進を図るため、次

に掲げる事項について文化芸術に関する施策に係る基本的な計画(以下

「基本計画」という。)を策定しなければならない。 

（１） 文化芸術振興施策の総合的な推進に関する事項 （１） 文化芸術に関する施策の総合的な推進に関する事項 

（２） 文化芸術活動の環境の整備及び充実に関する事項 （２） 文化芸術活動の環境の整備及び充実に関する事項 

（３） 文化芸術を担う人材の養成及び確保に関する事項 （３） 文化芸術を担う人材の養成及び確保に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、文化芸術の振興に関する重要な事 

   項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、文化芸術に関する施策に係る重要

な事項 

２ 市長は、基本方針を策定するに当たっては、あらかじめ文化芸術活

動を行う者その他広く市民の意見を聴くために必要な措置を講ずると

ともに、松本市文化芸術振興審議会(第９条を除き、以下「審議会」と

いう。)の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ文化芸術活

動を行う者その他広く市民の意見を聴くために必要な措置を講ずると

ともに、松本市文化芸術振興審議会(第９条を除き、以下「審議会」と

いう。)の意見を聴かなければならない。 
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３ 市長は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

４ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 ４ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

(文化芸術の振興に関する基本的施策) (文化芸術   に関する基本的施策) 

第８条 市は、基本方針に基づき、次に掲げる事項について文化芸術の

振興に関する基本的施策を講ずるものとする。 

第８条 市は、        、次に掲げる事項について文化芸術  

   に関する基本的施策を講ずるものとする。 

（１） 青少年の文化芸術活動の充実に関する事項 （１） 芸術の振興に関する事項 

（２） 学校教育における文化芸術活動の充実に関する事項 （２） 生活文化の振興に関する事項 

（３） 文化芸術に係る国際的な交流の促進に関する事項 （３） 文化財の保護及び活用に関する事項 

（４） 文化財の保護及び活用に関する事項 （４） 文化芸術に係る国際的な交流の推進に関する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、文化芸術の振興に関する事項 （５） 高齢者、障害者等の文化芸術活動の充実に関する事項 

 （６） 青少年の文化芸術活動の充実に関する事項 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、文化芸術に関する施策に係る事項 

(文化芸術振興審議会) (文化芸術振興審議会) 

第９条 文化芸術の振興に関する事項等について審議するため、松本市

文化芸術振興審議会を設置する。 

第９条 文化芸術に関する施策に係る事項等について審議するため、松

本市文化芸術振興審議会を設置する。 

第１０条 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 第１０条 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命する。 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命する。 

（１） 文化芸術活動を行う者の代表 （１） 文化芸術活動を行う者の代表 

（２） 学識経験者 （２） 学識経験者 

（３） その他市長が特に必要と認める者 （３） その他市長が特に必要と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補 ３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補
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欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 ４ 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。 

５ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 ５ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理

する。 

６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理

する。 

第１１条 審議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 第１１条 審議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長が決するところによる。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長が決するところによる。 

第１２条 審議会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を

聴くことができる。 

第１２条 審議会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を

聴くことができる。 

(委任) (委任) 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。 

 


